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論 文 内 容 の 要 旨
　ネットワーク産業はいまや多数の市場が存在し、当該産業が与える社会への経済的な影響は極めて大きい。















の顕著な特徴は、複数の財を１社が生産・供給する多製品供給企業（Multi- product firm: 以下 MPF と略記）








学 位 の 専 攻
分 野 の 名 称


























Chapter 1. Cannibalization within the Single Vertically Differentiated Duopoly
Chapter 2. Product Line Strategy in a Vertically Differentiated Duopoly
Chapter 3. A Monopoly model with Two Vertically Differentiated Goods under Within-Product Network 
Externalities

































































































[1] Bental, B. and Spiegel, M. (1984), “Horizontal product differentiation prices and quality selection of a 
multi-product monopolist,” International Journal of Industrial Organization, Vol. 2, pp.99-104.
[2] Copulsky, W. (1976), “Cannibalism in the marketplace,” Journal of Marketing, October, Vol. 40, pp. 103-
105.
[3] Johnson, J. P. and Myatt, D (2003), “Multiproduct quality competition: Fighting brands and product line 
pruning,” American Economic Review, Vol. 93, No. 3, pp. 3748-3774.
[4] Katz, M. L. and C. Shapiro (1985), “Network externalities, competition, and compatibility” American 
Economic Review, Vol.7 5, No. 3, pp. 424-440.
[5] Kitamura, R. and Shinkai, T. (2015), “Product line strategy within a vertically differentiated duopoly,” 
Economics Letters, Vol. 137, pp. 114-117.
[6] Lahiri, S. and Ono, Y. (1988), “Helping minor firms reduces welfare,” Economic Journal, Vol. 98, No. 393, 
pp. 1199-1202.
－ 5 －














































































もつ査読付き欧文学術専門誌 Economics Letters に既に掲載され、さらに、特に第３章はより上位の査読
誌にフルペーパーとして掲載されるに十分な水準に達し今後の公刊が期待できる。
　加えて、当初に述べたように、北村氏の研究は現実のスマートフォン市場で観察される事実に基づき、差
別化された MPF 市場分析に、「財内のネットワーク外部性」という新たな概念を導入し、将来の多くの研
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究の発展可能性の礎を築いたという点で、今後の経済学とりわけ産業組織論の研究に新たな分野を切り拓く
可能性のある独創的な研究であり、当該分野に大きな貢献を与えるものと評価できる。
　当審査委員会は、本論文を厳格に査読した上、論文内容に関する口頭試問を実施した。その結果、北村
亮真氏が、本学学位規程第14条に記載される「専攻分野について研究者として自立して研究活動を行うに必
要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を有する」 ことを確認することができた。 以上により、
当審査委員会は委員の全会一致をもって、本論文提出者の北村亮真氏が博士（経済学）を授与されるに足る
資格を有するものと認める。
